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円 円

( 156,531,388 ） ( 73,117,782 ）

 流   動   資   産 146,706,571  流   動   負   債 67,299,202

現 金 及 び 預 金 2,517,778 買 掛 金 10,755,647

売 掛 金 84,174,661 リ ー ス 債 務 3,125,280

前 払 費 用 8,296,757 未 払 金 947,553

繰 延 税 金 資 産 3,678,758 未 払 費 用 22,782,874

未 収 入 金 1,823,753 未 払 法 人 税 等 23,655,900

短 期 貸 付 金 46,214,864 未 払 消 費 税 5,931,318

 固   定   資   産 9,824,817 預 り 金 100,630

有 形 固 定 資 産 8,989,813  固   定   負  債 5,818,580

工 具 器 具 備 品 45,953 リ ー ス 債 務 5,818,580

リ ー ス 資 産 8,943,860

無 形 固 定 資 産 835,004 ( 83,413,606 ）

ソ フ ト ウ ェ ア 835,004  株　主　資　本 83,413,606

30,000,000

53,413,606

利 益 準 備 金 7,500,000

そ の 他 利 益 剰 余 金 45,913,606

繰 越 利 益 剰 余 金 45,913,606

156,531,388 156,531,388合 計 合 計

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

（  純　資　産  の  部  ）

資 本 金

利 益 剰 余 金

貸   借   対   照   表

資 産 金 額 負 債 及 び 純 資 産 金 額

（平成２４年３月３１日現在）
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（1）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

（2）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く） 定率法

但し、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法

② 無形固定資産（リース資産を除く） 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

③ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定額法

（3）引当金の計上基準

① 貸倒引当金 貸倒引当金は債権の貸倒れによる損失に備えるため法人税法に定める限度額のほか、債権

の回収可能性を検討して見積計上しております。

（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

消費税等の会計処理の方法

      税抜方式によっております。

２．株主資本等変動計算書に関する注記

（1）当該事業年度の末日における発行済株式の数 600 株

（2）剰余金の配当に関する事項

平成23年12月26日開催の臨時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 85,020,000 円

・１株当たり配当金額 141,700 円

・基準日 平成23年9月30日

・効力発生日 平成22年12月27日

３．その他の注記

（1）当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」

　　及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」を適用しております。

（2）法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律及び東日本大震災からの復興のための施策を実施す

　るために必要な財源の確保に関する特別措置法が平成23年12月２日に公布されたことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計

　算（但し、平成24年４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の41.0％から、回収又は支払が見込まれる期間

　が平成24年４月１日から平成27年３月31日までのものは38.0％、平成27年４月１日以降のものについては35.6％にそれぞれ変更されております。

　その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が290,428円減少し、当事業年度に計上された法人税等調整額が290,428円

　増加しております。

個 　別 　注 　記 　表
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